
1 

2020.03.02 

BCM ニュース ＜2019 No.4＞ 

ＢＣＰ訓練の実施事例（実践的な訓練実施に向けて）

１．ＢＣＰ訓練の解説 

（１）ＢＣＰ訓練の必要性

近年、事業継続計画（ＢＣＰ）を策定済みの企業において、ＢＣＰ策定だけにとどまらず、Ｂ

ＣＰ訓練を実施するケースが増えている。

訓練は、ＢＣＰをブラッシュアップし、緊急時の組織の対応力を向上させる「事業継続マネジ

メント」（ＢＣＭ）の取組みの一つに位置付けられる。より実行性に優れたＢＣＰを策定し、緊

急事態から組織や従業員を守るためには、ＢＣＰ訓練の実施が非常に有効である。 

ＢＣＰ訓練を実施すべき理由は、主に２つある。１つは、ＢＣＰや災害対応マニュアルに記載

されていることが、いざ緊急事態の“本番”を迎えた際に、本当に実行できるかどうかを検証す

るためである。特に、大規模災害発生当日における初動対応（安否確認や帰宅・出社判断、備蓄

品対応など）に関しては、緊急事態にならない限り、日常の業務では経験することがない。その

ため、ＢＣＰや災害対応マニュアルの準備がいくら綿密にできていても、それらの手順を確認す

ることに時間を要して、対応の実行が大幅に遅れる可能性がある。そのような状況を防ぐために、

ＢＣＰ訓練は有効である。実際に、2011年の東日本大震災において、ＢＣＰを策定するだけでな

く、訓練を実施していたおかげで、断片的な被害情報から今後行うべき行動を先読みし、臨機応

変な対応を行うことができたとの声が聞かれる事例もあった。 

もう１つは、組織内の“人”の入れ替わりに備えるためである。特に、従業員の多い企業では、

人の入れ替わりが頻繁であるため、人事異動や組織変更等による人の入れ替え毎にＢＣＰの対応

事項について訓練しておき、実際の緊急事態に備えることが望ましい。また、従業員が少ない企

業であっても、緊急事態時にリーダーが必ずしもいるとは限らない。その場合にも対応できるよ

う、あらかじめ訓練し、ＢＣＰを従業員に定着させておくことが重要である。 

（２）ＢＣＰ訓練の種類・形式

ＢＣＰ訓練の必要性は感じているものの、日常の業務に追われ、どのように訓練を行えばよい

か頭を悩ませている企業も多いことだろう。そこで、ここでは、ＢＣＰ訓練の種類や形式につい

て紹介する。ＢＣＰ訓練は表１のとおり、様々な種類や形式があるので、企業の現状や目的に応

じて選択することを推奨する。
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【要旨】 

■自然災害やパンデミック等の様々なリスクへの対応力を高めるには、ＢＣＰを策定するのみなら

ず、継続的に訓練を実施することが有効である。

■本稿では、ＢＣＰ訓練について解説するとともに、2019 年度に当社が実施を支援したＢＣＰ訓練

の実施事例を紹介するので、各企業における訓練の企画・実施の参考としていただきたい。
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表１ ＢＣＰ訓練の種類と特徴 （当社資料より抜粋） 

  表１の右端に表示している「局面」は、発災後に企業が行うことを「初動」「復旧」の大きく２

つに分けている。初動対応訓練では、主に災害発生直後を対象としており、実施事項は「従業員の

安否確認」「負傷者対応」「建物・設備状況の被害確認」などである。一方で、復旧訓練とは、事

業復旧対応訓練であり、初動対応後、企業が事業を立て直していく局面の訓練である。 

表１の各種訓練のうち、避難訓練や安否確認訓練を実施している企業は比較的多い。一方、災害

時対策本部の一連の対応手順について網羅的に訓練を行っている企業は少ないと想定される。よっ

て、ここでは、対策本部の対応手順を中心としたＢＣＰの確認に活用できる訓練形式について紹介

する。また、訓練形式は、企業のＢＣＰの習熟度に合わせて工夫することが効果的であるため、習

熟度順に、目的・概要・対象・準備期間に分けて訓練形式を紹介する。ただし、準備期間について

は、一定の目安であり、目的や対象により異なる場合がある。 

①シナリオ読み合わせ形式

目的 ■重要なポイントを中心に、策定したＢＣＰの内容確認

概要

■被害想定シナリオを作成し、ＢＣＰ記載事項をもとに、時系列のシナリオに沿って
参加者が対応事項の読み合わせを行う。

■参加者は、運営者が指示するＢＣＰマニュアルの重要な箇所を確認する。
（確認する重要箇所の例）

・地震発生直後の行動（避難・安否確認・出勤可否判断など）
・被害確認の手順
・設備状況確認等の連絡をすべき関係部門

対象
■拠点 ：ＢＣＰ対象拠点 
■参加者  ：緊急対策本部要員、関連部門の従業員 
■フェーズ ：初動対応、事業復旧対応

準備 
期間

■約１～２ヶ月
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ＢＣＰを策定したばかりの企業は、まずＢＣＰの内容や他部門の役割について社員に周知

する必要があるため、上記形式を推奨する。ただし、用意された台本にしたがって実施する

方式であり応用的ではないため、一度この形式を行った後には次のステップの訓練形式に取

り組むことを推奨する。 

②クイズ形式

目的
■ＢＣＰ詳細の習熟度の向上
■既存のＢＣＰには記載されていない“気づき”の獲得

概要

■既存のＢＣＰの内容に即した問題を目的に合わせて２～３問程度用意し、問題ごとに
前提となる状況を簡単に設定する。

■訓練参加者は、付与された前提状況やＢＣＰの内容を踏まえ、問題に回答する。
■訓練後、模範回答および回答のポイントを訓練の運営事務局より解説する。
（訓練の運営イメージは図１参照）

対象
■拠点 ：ＢＣＰ対象拠点
■参加者  ：緊急対策本部要員、関連部門の従業員
■フェーズ ：初動対応、事業復旧対応

準備 
期間

■約３ヶ月

図１ クイズ形式訓練の運営イメージ （当社資料より抜粋・加工） 

上記形式では、ＢＣＰのより詳細部分についての習熟度が向上するため、特に周知したい

対応事項について、参加者へ更に定着させることができる。しかし、一回の訓練で確認でき

る対応事項の数に限りがある。 

① 
③

① ③

②
②

コーディネーター

ディスカッション ディスカッション

ン 

設問 
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③ブラインドシナリオ形式

目的

■情報の収集・整理・報告
■報告された情報に基づいた判断
■ＢＣＰ記載事項の習熟
■ＢＣＰに記載されていない突発事項への臨機応変な対応

概要

■訓練参加者に訓練の想定シナリオを開示せず、訓練開始後に時系列ごとの様々な情報を
カードや通信ツールなどで付与する。

■訓練参加者は、付与された情報について、以下のような対応を行う。
情報整理、他部署との情報共有、判断、他部署への指示、更なる情報収集活動の実施等

■訓練実施後、上記対応が適切に実施されたかどうかの振り返りを実施する。
（訓練の運営イメージは図２参照）

対象
■拠点 ：緊急対策本部、地域対策本部 
■参加者  ：対策本部要員 
■フェーズ ：初動対応、事業復旧対応

準備 
期間

■約３ヶ月

図２ ブラインドシナリオ形式訓練の運営イメージ （当社資料より抜粋・加工） 

上記形式は、ＢＣＰ記載事項の習熟を図ることができるとともに、臨場感のある進行とな

るため、災害時に起こりうるＢＣＰには想定されていない突発的な事項への対応を訓練する

ことができる。そのため、対策本部メンバー等のＢＣＰ習熟度が高い企業に向いている。一

方で、運営事務局はシナリオ作成等の準備に一定の時間をかける必要がある。 

④ディスカッション形式

目的
■対策本部内で検討すべき事項についての論点の確認
■今後のＢＣＰ取組みの中で検討すべき課題への“気づき”の獲得

緊急対策本部

対策本部長ホ
ワ
イ
ト
ボ
ー
ド

運営事務局

情報収集、 

整理、共有

各種指示 

判断

カード

状況付与 

質問 

情報収集 

質問回答 
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概要

■ＢＣＰ記載内容を基に、対策本部で検討または判断すべきテーマを２問程度用意する。
・各テーマについて、前提となる被害状況およびシナリオを設定する。
・訓練参加者は付与された前提状況やＢＣＰの内容を踏まえ、各テーマについて対策
本部メンバー等でディスカッションを行う。

対象
■拠点 ：ＢＣＰ対象拠点 
■参加者  ：緊急対策本部要員 
■フェーズ  ：初動対応、事業復旧対応

準備 
期間

■約３ヶ月

ＢＣＰの習熟度や対策本部メンバーの訓練経験値が向上してきた企業においては、上記形

式を行うことにより、対策本部メンバー等（訓練参加者）の自主性が向上し、緊急事態時に

も、より臨機応変に対応できるようになる。しかし、この形式は活気のある充実した訓練に

なるかどうかが訓練参加者に委ねられており、場合によっては意見交流が盛んに行われない

場合もある。それを避けるためには、訓練テーマ・目的や、ディスカッションの前提となる

シナリオを明確に設定しておくことや、運営者側が進行をリードすることが必要である。

２．ＢＣＰ訓練の実施事例 

  既に述べたように、近年、ＢＣＰ訓練を実施する企業が増加しているが、訓練を企画・運営する

ことは企業にとって相応の負担となる。このような事情に鑑みて、当社とコンサルティング契約を

締結し、ＢＣＰ訓練の企画・運営を業務委託いただくケースも多い。2019年度も数多くの訓練のご

支援をさせていただいた。 

  ここでは本稿の共同執筆者である２名のコンサルタントが、今年度、実際に支援させていただい

たＢＣＰ訓練の実施事例を紹介する。９つの事例に分けて、訓練形式や特徴を記載するので、各企

業におかれては、今後のＢＣＰ訓練の企画・実施の参考としていただきたい。 

（１）初動対応手順を確認する訓練

項目 内容 

訓練テーマ 初動対応におけるシステム利用手順の確認 

訓練形式 シナリオ読み合わせ形式

業種 製造業（素材） 

参加部署 本社の災害対策本部、事業部門の対策対策本部 

所要時間 ４時間 

準備期間 約３ヶ月 

実施内容 
（特徴）

■ＢＣＰマニュアルに基づき、実際に地震が発生した際に実施する初動対応手順を確認
■実際の局面で使用するシステムを全員が実際に操作
■「システムの入力」だけではなく、「システム管理者からのメール発信」や「システム

管理者による回答状況の確認」等、システムを利用する際の一連の手順全てを体験
■訓練はマニュアル・手順書にしたがい、以下の３フェーズで実施

フェーズ①：体制構築（地震発生当日）
安否確認システムのメール発信、回答、危機管理情報共有システムの入力

フェーズ②：被害状況把握（地震発生から24時間後以降）
危機管理情報共有システムの閲覧、拠点被害状況一覧の作成

フェーズ③：事業への影響分析（地震発生から3日後以降）
グループ対策本部会議の開催、各部門長より被害状況の報告
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本訓練は、災害発生時に使用するシステムの利用手順を全て実施したことが最大の特徴で

ある。マニュアル・手順書の記載を実体験することにより、対策本部メンバーがその操作に

習熟するとともに、実際の作業をすることにより、操作性の不具合なども発見され、システ

ム改修すべき部分や手順を変更すべき部分が発見されるなど、気づきが得られた。このよう

に訓練で発見された気づきをＢＣＰのブラッシュアップに活かしていくことが重要である。

（２）安全配慮義務にフォーカスした初動対応訓練

項目 内容 

訓練テーマ 初動対応において論点となる安全配慮義務の確認 

訓練形式 研修形式（一部クイズ形式） 

業種 製造業（食品） 

参加部署 拠点・事業所の統括責任者 

所要時間 ２時間 

準備期間 約３ヶ月 

実施内容 
（特徴）

■初動対応において留意すべき「安全配慮義務」（※）のポイントを周知
（※）労働者が生命・身体の安全を確保しつつ、労働を行えるように企業等が配慮する義務

■災害発生時に安全配慮義務を考慮する局面として「建物立入判断」「救出救護対応」を想定
■安全配慮義務に関する講義後に、クイズ実施で理解を促進（図３・図４はクイズ例）

安全配慮義務とは、労働者が生命・身体等の安全を確保しつつ、労働を行えるように企業

等が配慮する義務のことを指す。この安全配慮義務が考慮される局面としては、労働災害や

ハラスメントが注目されてきたが、自然災害が発生した際も同様に、企業は配慮する必要が

ある。東日本大震災では、災害発生時に企業が安全配慮義務を怠ったとして、従業員の遺族

が訴訟を起こした事例が多くある。

図３「建物立入判断」に関するクイズ  図４「救出救護対応」に関するクイズ 

(当社資料より抜粋) （当社資料より抜粋） 

本訓練では、まず「安全配慮義務」に関する講義を実施した上で、具体的な場面を想定し

たクイズを出題、参加者に考えさせることで実践力を養った。例えば、図３は「建物立入判

断」に関するクイズであり、地震で損傷を受けた建物に対して、物件の外観から使用可否を



7 

2020.03.02 

問う設問である。また、図４は「救出救護対応」に関するクイズで、被災現場で負傷者を発

見した際に実施する事項を問う内容である。救出救護に関しては、この他に重症度に応じた

対応判断に関するクイズも出題した。

本来であれば、「建物立入判断」と「救出救護対応」は、建築士・消防・医師等の専門家が

対応することが望ましい。しかし、専門家が常駐している拠点は少ないのが実情である。ま

た、大地震発生時には、専門家の数が不足することや交通や通信等のインフラが遮断される

ことも想定され、拠点外部から専門家の支援を得ることも難しくなる。そのような中で、人

命安全を確保するためには、各拠点の従業員が自らの力で、安全配慮義務を考慮しながら、

一定程度の「建物立入判断」と「救出救護対応」ができることが望ましい。本訓練は、そう

した体制構築を見越した先進的な事例である。

（３）経営トップが参加する訓練

項目 内容 

訓練テーマ 経営トップが参加、具体的な判断・指示を実行するなど実践的な対応 

訓練形式 ブラインドシナリオ形式 

業種 不動産業、製造（化粧品）など複数 

参加部署 経営トップ、本社災害対策本部、事業部門 

所要時間 ３時間 

準備期間 約３ヶ月 

実施内容 
（特徴）

■経営トップが「全社災害対策本部長」として訓練に参加
■経営トップが訓練で実施する主な対応事項は以下の通り

①本社、全社に関連する重要事項の最終的な意思決定
例：従業員の帰宅方針、発災日翌日以降の来社方針の策定

②全社役員会議での全体統括
例：各部門からの報告の取りまとめ、今後の対応に関する指示出し

実際の災害時に指揮を執る経営トップが訓練に参加するケースが増えており、今年度、当

社が支援した訓練でも、複数社で経営トップが参加した。経営トップが訓練に参加するメリ

ットとしては、以下２つがあげられる。

①経営トップのＢＣＰへの強い関心が会社全体の危機意識を向上させる。

②経営トップ自らが現状のＢＣＰの改善すべき点を認識し、改善指示できる。

訓練では、各企業における策定済みのＢＣＰマニュアルに基づき、発生するアクシデント

に対応することが求められる。そのため、既存のマニュアルで策定した対応フローが本当に

機能するか、現状のＢＣＰに関する課題が浮き彫りになりやすい。このような課題を経営ト

ップが自らの目で認識することで、ＢＣＰ改善が迅速に進む効果が期待できる。

（４）事業部門が連携して行う訓練

項目 内容 

訓練テーマ 災害発生時における事業部門間の連携 

訓練形式 ブラインドシナリオ形式 

業種 不動産業、製造業（化粧品）など複数 



8 

2020.03.02 

参加部署 本社災害対策本部、事業部門(５～１０部門)

所要時間 ３時間 

準備期間 約３ヶ月 

実施内容 
（特徴）

■本社の災害対策本部に加え、現業の事業本部が参加
■事業部門が、訓練で実施する主な対応事項は以下の通り

①初動対応
例：所属従業員の安否確認、負傷者対応

②通常業務上、発生したアクシデントへの対応
例：不動産業…所有する物件の被害確認
  製造業 …取引先の部品供給会社の被害確認

③災害対策本部への情報共有
■各事業部門の通常業務に関連したシナリオ作成のため、現業部門へヒアリング実施

複数の事情部門を抱える企業においては、本社と各事業部が個別の訓練を実施、各事業部

の訓練は事業部任せになっているケースがまだ多いが、いざ発災時には、多くの局面で連携

が必要となる。そのような事態に備えて、事業部間の連携訓練を企画・実施する企業が増え

ている。事業部門が訓練に参加するメリットとして、災害対策本部を含めた組織としての対

応力や従業員の災害対応に対する当事者意識の向上、部門間のコミュニケーションの改善等

が期待できる。なお、各事業部を訓練参加させる場合には、実態に応じたシナリオを構築す

るため、ヒアリング等が必要になるケースも想定されることから、実施準備のための時間を

十分確保することが大切である。

（５）遠隔地に所在する拠点と連携して行う訓練

項目 内容 

訓練テーマ 遠隔地に所在する拠点との連携 

訓練形式 ブラインドシナリオ形式 

業種 保険業 

参加部署 本社災害対策本部（システム部門が一部遠隔拠点に所在） 

所要時間 ２．５時間 

準備期間 約６ヶ月（過去に実施済みの場合は約４ヶ月） 

実施内容 
（特徴） 

■地震が発生した当日、夕方までの初動対応を体験
■対策本部のシステム関連部門が別拠点に存在するため、遠隔拠点と中継しながら
シミュレーション

■２拠点間で随時情報を共有するわけではなく、訓練中に定期的に実施される対策本部
会議の際に、拠点同士で対策本部各チームの対応状況や今後の対応課題など情報共有

■社長をはじめとする本社の経営陣が、対策本部会議で報告された情報をふまえ、対策
本部の全体方針を決定

企業によっては、対策本部を構成する部門が、本社ビル内などの同一拠点ではなく、別拠

点に所在するケースもある。特にシステム関連部署が別拠点に所在するケースが多いだろう。

上記のようなシミュレーション訓練は、ＢＣＰに遠隔拠点との連携を記載している企業にと

って、実際の連携ツールの使用方法習熟や機材トラブルの可能性の確認、対策本部会議進行

の実行性を検証するには非常に有効である。 
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（６）業界団体が主催する訓練

項目 内容 

訓練テーマ 業界団体が主催し、業界として対応力を向上 

訓練形式 ブラインドシナリオ形式、ディスカッション形式など 

業種 金融機関の協会、建設業組合、旅館・ホテル業組合など多数 

参加部署 ＢＣＰ統括部門の代表 

所要時間 ２時間～２．５時間 

準備期間 約２ヶ月 

実施内容 
（特徴） 

■業界団体が主催し、業界団体に登録している各企業の代表が集まって一つの対策本部と
して活動（訓練体験研修）

■初動対応訓練はブラインドシナリオ形式、事業復旧対応訓練はディスカッション形式
■同業他社または他業他社とのＢＣＰや災害対応に関する情報・意見交換が可能
■他社から得られた情報や意見を自社へ持ち帰り、自社の課題を検討することで、自社
ＢＣＰのブラッシュアップ推進

業界団体や商工団体等が主催する訓練の実施支援を当社に要請される機会も非常に増えて

いる。その多くの場合は、各企業の代表者にＢＣＰ訓練を体験いただくことで、今後の自社

訓練実施につなげてもらうことを目的にしている。本形式の一番の意義は、他社との情報交

換ができることにある。特に、事業復旧に関するディスカッション型訓練では、自社のＢＣ

Ｐの悩みや好事例について様々な意見交換が行われるケースが多い。このように、自社の取

組だけでは発見できないような異なる視点が得られるため、上記のような訓練体験会の機会

があれば、積極時に参加することを推奨する。 

（７）災害発生日の「夜間」「翌日」における実施事項の訓練

項目 内容 

訓練テーマ 災害発災日の「夜間」「翌日」に実施すべき初動対応を確認 

訓練形式 ディスカッション形式・ブラインドシナリオ形式の併用 

業種 製造業（輸送用機器） 

参加部署 特定の工場の災害対策本部 

所要時間 ２．５時間 

準備期間 約６ヶ月 

実施内容 
（特徴）

■地震が発生した日の「夜間」「翌日」の対応を訓練
■訓練で実施する主な対応事項は表２参照

初動対応訓練を実施している企業の多くは「地震発生から日没までの時間」を対象として

実施することが多い。その間は、情報が錯綜し、大量の情報があふれる中で、迅速・的確な

判断が求められるため、訓練実施による効果が最も高いためである。当該企業もこれまで、

地震発生直後の訓練を繰り返し実施し、習熟度を高めてきた。

しかしながら、実際に地震が発生した時には、発災直後の初動対応に一定の目途が立った

後も、外部情報の収集や社内に残留している帰宅困難者の対応等、一部の対応を継続する必

要がある。加えて、発災日の夜間および翌日以降は、日中とは異なる特殊な対応・判断に迫
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られる場合がある。例えば、夜間は対策本部要員の休養・輪番制の検討、翌日以降は対応に

一定の目処が立った段階で、対策本部の要員縮小などを検討するべきである。こうした状況

への対応を検討するため、表２のようにワークを発災日夜間と翌日の２つのフェーズに分け

て、それぞれにおける検討事項を体験する訓練を実施した。

 表２ 夜間・翌日フェーズの訓練の実施内容 （当社資料より抜粋・加工） 

発災直後の初動対応と同様に、夜間・翌日の対応準備を進めることは、災害対策本部とし

ての役割を遂行するためにも非常に重要である。初動対応訓練が習熟してきた次のステップ

として、本フェーズの訓練実施の検討を推奨する。

（８）風水災を対象とした訓練

項目 内容 

訓練テーマ 風水災到来前から到来後の対応を時系列で確認 

訓練形式 ディスカッション形式 

業種 自治体主催で各業種が参集 

参加部署 ＢＣＰ統括部門の代表 

所要時間 ２時間 

準備期間 約２～３ヶ月 

実施内容 
（特徴） 

■台風が到来するまでを時系列ごとに３つの局面に分けて実施
■それぞれの局面で対策本部の対応事項についてディスカッション形式で協議・検討
■協議・検討する対応事項は、以下の通り

①適切なタイミングで、適切な人的・物的被害軽減策を具体的に検討できるか
②社内への指示・周知事項を具体的に検討できるか
③適切なタイミングで、社外への対応を具体的に検討できるか
④被害発生後の対応について具体的に検討できるか

風水災は、地震のような突発的な災害とは異なり、台風等が到来するまでに数日～１週間

程度の時間的猶予がある。そのため、気象情報などの事前情報を入手し段階的な対策を進め

ることが可能である。この特徴を活かし、台風到来２日前から到来後までを、図５のとおり

３つの局面に分けてワークを実施した。また、局面の想定のイメージを理解しやすくするた

めに、図６のような台風の予想進路図を訓練参加者に付与した。昨今の風水災被害の甚大化

に備え、地震の初動対応訓練に加えて上記のような訓練を実施しておくことが望ましい。
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図５ 風水災対応訓練の進め方［局面の進行］ （当社資料より抜粋） 

図６ 風水災対応訓練の進め方［台風進路図］ （当社資料より抜粋） 

（９）新型インフルエンザへの対応訓練

項目 内容 

訓練テーマ 新型インフルエンザ感染拡大に応じた対応を時系列で確認 

訓練形式 ブラインドシナリオ形式 

業種 製造業（輸送用機器） 

参加部署 総務、人事、リスク管理部門 

所要時間 ２時間 

準備期間 約２ヶ月 

実施内容 
（特徴）

■新型インフルエンザの発生から感染拡大までの各段階の対応を確認
■海外発生から、国内感染が広がるまでの期間を５のフェーズに分けて実施
■新型インフルエンザは、地震等の突発的なリスクとは異なり、海外での発症から国内

感染拡大まで一定の時間があるため、段階的な対策を実施
■フェーズごとに、国内、周辺国の感染拡大状況や各国の社会状況、航空機の運航状況
などの状況付与が変化する中、各局面で適切な判断・対応を実施
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新型インフルエンザ等の感染症への対策は、地震などの自然災害と異なり、建物・インフ

ラ等には全く被害がないが、人的資源に大きな影響を及ぼすという特徴がある。また、海外

発生から国内での感染拡大に至るまで、時系列を追った適切な対応が必要となる。

企業は、従業員の生命を守るという責任を果たすために、刻一刻と変化する状況について

積極的に情報収集し、表３に示すような「重要継続業務の選定」「出張の中止」「駐在員の帰

国判断」など、フェーズごとに適切な判断をすることが必要である。

表３ 新型インフルエンザ発生時の判断事項 （当社資料より抜粋・加工） 

３．ＢＣＰ訓練実施の推奨 

日本は、地震の発生回数が非常に多い世界でも有数の地震大国で、首都直下地震や南海トラフ地震

は30年以内に発生する確率が約70％と想定されており、人的・物的に大きな被害が想定される地震の

発生が危ぶまれている。また、近年では2018年に発生した西日本豪雨や「令和元年房総半島台風（台

風15号）」「令和元年東日本台風（台風19号）」といった風水災も頻発している。さらに昨今、国際

的な問題となっている新型肺炎（新型コロナウイルス）などのパンデミック等、企業をとりまくリス

クは多様化している。企業は、日々これらのリスクに脅かされていることを認識し、事前に適切な対

策を講じておく必要がある。

 これらのリスクに適切に対処し、事業を継続するため、企業がＢＣＰを策定することは必須である

と言える。国も中小企業強靭化法の制定などにより、これを後押ししている。

しかし、災害発生時にＢＣＰが有効に機能するためには、策定した規程・マニュアル・手順書等の

内容を、定期的に見直し、改善していくことが重要である。そのためには、本稿で紹介したようなＢ

ＣＰ訓練を実施して、既存のＢＣＰの実効性を確認することが最良の手段だと考える。私たちコンサ

ルタントは、各企業のＢＣＰ策定を支援している中で、訓練の重要性について、日々実感している。

本稿が各企業の今後のＢＣＰ訓練実施の一助となれば幸いである。

なお、当社では、各種ＢＣＰ訓練の企画・立案・シナリオ作成・実働支援・評価をはじめ、ＤＶＤ

などの訓練支援ツールの提供も行っているので、是非ご活用いただきたい。
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事業継続マネジメント第一グループ コンサルタント 内山 和佳奈

事業継続マネジメント第二グループ コンサルタント 松元 エリ



13 

2020.03.02 

ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社は、ＭＳ＆ＡＤインシュアランス グループのリスク関連

サービス事業会社として、リスクマネジメントに関するコンサルティングおよび広範な分野での調

査研究を行っています。

事業継続マネジメント(BCM)に関するコンサルティング・セミナー等を実施しております。

コンサルティングに関するお問い合わせ・お申込み等は、下記の弊社お問合せ先、またはあいおい

ニッセイ同和損保、三井住友海上の各社営業担当までお気軽にお寄せ下さい。

お問い合せ先 

ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研㈱ 

リスクマネジメント第四部 事業継続マネジメント第一グループ

千代田区神田淡路町2-105 TEL:03-5296-8918／FAX:03-5296-8941
https://www.irric.co.jp/ 

本誌は、マスコミ報道など公開されている情報に基づいて作成しております。

また、本誌は、読者の方々に対して企業のＲＭ活動等に役立てていただくことを目的としたもので

あり、事案そのものに対する批評その他を意図しているものではありません。

不許複製／Copyright ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研 2020 




